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令和６年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（調査研究事業）
「中東ユーラシアにおける日本外交の役割－－国家間競争の時代における
大国主導の連結性戦略と地域秩序再編の実態解明」

公益財団法人中東調査会

事業成果①
的確な情報収集

図表１ 中東ユーラシアにおける地域機構・各国協力枠組みの概観

①地域主導型外交の実態解明に向けた調査研究

米国の影響力が減退する一方、ロシア、インド、中国が、中東ユーラシアへの影
響力を拡大させ、国家間競争が熾烈さを増している。かかる情勢認識の下、本事
業は、下記の調査研究に取り組んだ。本年度は地域秩序再編の実態解明に注力。

・各国の対外政策の原則・基本方針、その中での中東ユーラ
シアの位置づけについて、文献・資料調査を進めるとと
もに、研究会（年４回）で報告を重ねた。

・ガザ危機がエネルギー情勢に与えた影響を評価するための
エジプト（令和６年８月）、ＵＡＥ・バハレーン（同９
月）、米国（令和７年２月）での調査実施。

文献・資料
聴き取り
意見交換

⇒文献・資料調査、現地調査、研究会の組
み合わせによる地に足の着いた調査研究

②国際南北輸送回廊の実態
解明に向けた調査研究

図表２ ＩＮＳＴＣの経路概観

• １年目のインド、アゼルバイジャ
ン、イラン等での調査結果を踏ま
え、研究会で議論、文献・資料調
査を継続。

• １２月１６日、連結性に関する公
開シンポジウム実施。

• オマーン・ドゥクム港での調査
（令和７年２月）を実施。

↑エジプトでの調査時の写真

↑バハレーンのシンクタンク
にて日本の視点を発信



事務局
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国内世論

ホームページ、ＳＮＳ、
メール配信等を通じた
戦略的発信

※外交日程等を考慮した最適な
タイミングに配慮

補助事業者

海外世論 官公庁

民間企業

※研究者個人もＳＮＳを通じて積極的な発信

事業成果②
機動的且つタイ
ムリーな広報

公益財団法人中東調査会

令和６年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（調査研究事業）
「中東ユーラシアにおける日本外交の役割－－国家間競争の時代における
大国主導の連結性戦略と地域秩序再編の実態解明」

・キメ細やかで戦略的な対外発信
・インターネット、ＳＮＳ等の活用、及び、研究者による国際的発信の強化
・公開シンポジウム、及び、地方講演開催による新たな訴求対象への戦略的発信

⇒国内世論形成に向けて、研究成果をホームページ、メーリングリスト（法人１５７０件、
個人２１３件登録）、ＳＮＳを通じて情報発信（Ｘのフォロワー数５８１３名）。

⇒海外世論の形成に向けて、英語ホームページにＭＥＩＪコメンタリー等をアップロードす
るとともに、海外のシンクタンク・大学、在京中東各国大使館にメール配信。 2
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事業成果③
成果発信

公益財団法人中東調査会

令和６年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（調査研究事業）
「中東ユーラシアにおける日本外交の役割－－国家間競争の時代における
大国主導の連結性戦略と地域秩序再編の実態解明」

・ＭＥＩＪコメンタリー（日・英）を開設し、本事業の調査研究成果をタイム
リーに発信（１～９号の総ページビュー数は１０６，１７３件）

・機関誌『中東研究』とも連動させ、本事業の成果を発信

↑成果発信プラットフォームとなるホー
ムページ（日・英）。

↑機関誌『中東研究』（年３回発行）
の刊行。

他にも調査研究の質の向上と成果の伝播に向けて様々な取り組みを行った

研究内容及びメンバーの見える化

研究会委員 計９名
その内、
若手 ２名
女性 ４名
地方在住 ２名

若手、女性、地方在住研究者の
積極的登用

現地調査、文献・資料調査、研究会、
及び、成果発信の連動

年４回の研究会開催
クラウドを用いた情報共有

• メンバーの顔写真
の掲載

• 研究内容の公開

↑１０月２４日開催公開シンポジウムでの議
論の様子
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